「地域イノベーション創出総合支援事業」

地域卓越研究者戦略的結集プログラム
応募申請書（様式）

【様式１】

平成２１年○○月○○日

科学技術振興機構

理事長　　北澤　宏一　殿

（大学名）

（代表者名）


（自治体名）

（代表者名）

地域卓越研究者戦略的結集プログラム申込書

　○○大学ならびに○○都道府県（市）では、平成２１年度地域卓越研究者戦略的結集プログラムの公募に対して、下記の通り応募申請するものであり、ここに書類を添えて提出いたします。
プロジェクト名：（２０字以内）
在籍卓越研究者：○○○○（所属・役職）
プロジェクト責任者：○○○○（所属・役職）
応募申請概要：（１０行程度でまとめて下さい）
大学担当部署：○○大学○○○○部○○○○課

　　　担当者：○○○○（TEL:　　FAX:   E-mail:）

自治体担当部署：○○都道府県（市）○○○○部○○○○課
　　　担当者：○○○○（TEL:　　FAX:   E-mail:）
「「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」に基づく体制整備等の実施状況報告書の様式及び提出について（平成20年9月10日付20文科科第762号文部科学省科学技術・学術政策局長通知）」（http://www.mext.go.jp/a_menu/02_b/08091222.htm）に基づき、既に実施状況報告書を提出している大学につきましては、次の表にご記入下さい。
	府省共通研究開発管理システム（e-Rad）における所属研究機関番号
	

	提出日（郵送の場合は発送日）
	平成　　年　　月　　日


	○○大学／○○都道府県（市）　地域卓越研究者戦略的結集プログラム
プロジェクト名　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
技術分野：主：（別表１から番号と研究区分）　　副：（別表１から番号と研究区分）
研究キーワード（複数可）：（別表２からコード番号とキーワードをご記入下さい）　　　　　　







【様式２】
○○大学／○○都道府県（市）
地域卓越研究者戦略的結集プログラム

基本計画書（案）
プロジェクト名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成２１年○○月○○日

○○大学

○○都道府県（市）

Ⅰ．プロジェクトの趣旨
Ⅰ－１．プロジェクトの申請の背景とテーマ選定理由
（１）大学における当該分野の研究開発の現状

（２）自治体の当該分野に関する科学技術振興施策

（３）地域における当該分野に関する産業の現状、科学技術ポテンシャル

（４）地域における当該分野の研究開発推進の必要性

Ⅰ－２．プロジェクトの目標と期待される効果

（１）プロジェクトの目標

（２）地域への波及効果
（３）大学への波及効果
Ⅱ．ドリームチーム
Ⅱ－１．卓越研究者の研究概要
（１）在籍卓越研究者の研究開発の現状
（２）卓越研究者の招聘
（３）機関外卓越研究者との連携
（４）卓越研究者の結集により期待される効果
Ⅲ．プロジェクト実施体制
Ⅲ－１．プロジェクトの実施体制図
Ⅲ－２．プロジェクトの実施体制の概要
Ⅲ－３．プロジェクト推進体制
（１）プロジェクト責任者
（２）中核大学における研究開発推進体制
（３）自治体
（４）企業の参画見込み

Ⅲ―４．プロジェクト終了5年後における研究開発体制

（１）プロジェクト終了5年後における研究開発体制に関する目標
（２）プロジェクト終了後に研究開発体制を継続、発展させるための取組

Ⅳ．プロジェクトの実施内容
Ⅳ－１．プロジェクトの目標
（１）技術シーズ創出に関する目標
（２）技術シーズの企業化に関する目標
Ⅳ－２．プロジェクトの実施体制、実施概要
（１）テーマ設定の特徴
（２）テーマ毎の実施体制、実施概要
Ⅴ．研究開発計画

Ⅴ－１．研究開発スケジュール

Ⅴ－２．５年間の所要経費
（１）全体
　　（２）年度毎の所用経費（ＪＳＴ負担分）
（３）年度毎の所用経費（地域負担分）
（４）テーマ毎の研究経費

（５）卓越研究者招聘に係る経費

（６）企業化推進体制に係る経費
Ｖ－３．参加研究者一覧

Ｖ－４．外部競争的資金獲得に向けた計画

Ⅵ．企業化推進体制の構築
Ⅵ―１．企業化推進構想
Ⅵ－２．企業化推進方法

（１）企業化推進会議

（２）企業化推進体制の構築
Ⅵ―３．企業化推進・新産業創出のための戦略的シナリオ
Ⅵ－４．参画企業に対する企業化推進体制による支援
Ⅶ．用語集
Ｉ．プロジェクトの趣旨

Ｉ－１．プロジェクト申請の背景とテーマ選定理由
（１）大学における当該分野の研究開発の現状

（現状の大学における卓越研究者を中核とした提案分野の研究開発の現状と、大学における位置づけを記載して下さい。）
（２）自治体の当該分野に関する科学技術振興施策

（過去から現在までの自治体における当該分野の科学技術振興に関する振興施策を記載して下さい。）

（３）地域における当該分野に関する産業の現状、科学技術ポテンシャル
（地域における当該分野に関する産業の現状（将来的に創出されてくる当該技術シーズを環流させる観点から）と、当該分野に関する科学技術ポテンシャル（人材面、産学官連携実績等）を記載して下さい。）

（４）地域における当該分野の研究開発推進の必要性

（（２）、（３）を踏まえ、地域において当該分野の科学技術振興を図る必要性を記載して下さい。）

Ｉ－２．プロジェクトの目標と期待される効果

（１）プロジェクトの目標
（研究体制の構築、研究開発推進の両面から、プロジェクト実施の目標を簡略に記載して下さい。）
（２）地域への波及効果

（（１）を踏まえ、技術シーズの企業化による新産業の創出、地域活性化等、地域に波及する効果を記載して下さい。）

（３）大学への波及効果

（（１）を踏まえ、特定分野の研究開発拠点化、競争的資金の流入、人材の集積等、大学に期待される効果を記載して下さい。）

Ⅱ．ドリームチーム
Ⅱ―１．卓越研究者の研究概要
（１）在籍卓越研究者の研究開発の現状
①今回提案した研究開発課題に関する在籍卓越研究者による研究開発の現状および今後の展望
②当該研究開発分野に関する在籍卓越研究者の研究成果の国内外における新規性、優位性、競争力
③今回提案した研究開発分野に関連する特許出願・登録数、論文発表数

④過去の競争的資金取得実績
（今回のプロジェクト推進の技術的基盤となる在籍卓越研究者の研究開発の現状、国内外における重要性及び今後の展望について記載して下さい（企業化に特化する形ではなく、総論での記載でお願いいたします）。また、研究者の卓越性を評価する観点から、今回申請分野、今回申請以外の分野それぞれに関する、主な研究成果、及び当該研究成果の国内外における影響度、優位性を定量的観点も交え記載して下さい。）

（２）卓越研究者の招聘

①招聘を予定している卓越研究者の所属、役職、氏名

・招聘卓越研究者の主な研究成果、国内外における優位性、競争力
・当該卓越研究者の招聘により在籍卓越研究者の研究開発推進に期待される効果
・卓越研究者の招聘交渉の状況と見込み、招聘可能時期
・（可能であれば）今回提案した研究分野に関連する特許出願・登録数、論文発表数
・（可能であれば）過去の競争的資金取得実績
（今回招聘を予定している卓越研究者をリストアップし、それぞれの研究者についての卓越性、在籍卓越研究者を招聘することによる効果、招聘見込み、招聘可能時期を記載して下さい。）

（３）機関外卓越研究者との連携
　①連携を予定している卓越研究者の所属、役職、氏名

・連携卓越研究者の主な研究成果、国内外における優位性、競争力

・卓越研究者との連携により在籍卓越研究者の研究開発推進に期待される効果

・卓越研究者との連携交渉の状況と見込み、連携可能時期
・（可能であれば）今回提案した研究分野に関連する特許出願・登録数、論文発表数

・（可能であれば）過去の競争的資金取得実績
（今回連携を予定している卓越研究者をリストアップし、それぞれの研究者についての卓越性、在籍卓越研究者と連携することによる効果、連携見込み、連携可能時期を記載して下さい。）
（４）卓越研究者の結集により期待される効果
（今回リストアップした卓越研究者によるドリームチームが構築された場合、当該分野の研究者・業界コミュニティに与えるインパクトや、実際に期待される研究開発推進効果、外部資金や人材の集積等、想定される効果を定量的、客観的に記載して下さい。）

Ⅲ．プロジェクトの実施体制

Ⅲ－１．プロジェクトの実施体制図
（プロジェクトの実施体制全体の概要がわかるような図を作成して下さい。組織体制がわかる図を１種、研究テーマ毎の体制・人名がわかる図を１種作成して下さい）

[image: image1]
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Ⅲ－２．プロジェクト実施体制の概要
（ドリームチームの構成及びプロジェクト実施体制の特徴を記述して下さい。）
Ⅲ－３．プロジェクト推進体制
（１）プロジェクト責任者（１名）
　　氏名：
　　現職：
　　略歴をふまえた登用理由：
概略を記載して下さい。

※プロジェクト責任者は、プロジェクト全体の責任者として、大学において以下の役割を担います。

　　　　・卓越研究者招聘及び連携の指揮及び調整
　　　　　なお、卓越研究者の招聘は、自治体等と連携しつつ大学が実施します。
　　　　・大学におけるドリームチームの研究環境の整備
・自治体と連携し、実行計画の策定と進捗管理
　　　　・自治体と連携し、研究者、事務局スタッフの選定及び予算案の策定

　　　　・国、ＪＳＴ、自治体、参画企業等との調整
　　　　・自治体と連携した新規企業参画に関する調整
　　　　・企業化の推進、企業化推進会議・企業化推進体制の構築、方針策定
　　　　

（２）中核大学における研究開発推進体制
　①学内体制

（プロジェクト責任者を中心に、どのような組織、体制でドリームチームの研究推進に当たるのか、関係部局、関係者とその関連性を記載して下さい。）
　②事務局体制
（お決まりになっている範囲で記述して下さい。）

１）事務局スタッフ（○名）

氏名（所属・役職）：

種別・従事度：（種別は、「大学正職員」「県出向」「企業出向」等の本来の所属を、従事度は、「専任」または「兼任」を記述して下さい。）
担当業務：

２）事務補助員（○名）

（３）自治体

１）組織体制と役割
（本プログラムを推進する組織（主幹部課、関係部課、公設試等）とその役割・支援内容などについて記述して下さい。）
２）招聘卓越研究者の生活面に対する支援内容（必要な場合）
（地方自治体の招聘卓越研究者に対する生活面での環境整備等、支援内容を具体的に記載して下さい）
３）研究開発に対する支援（必要な場合）
（地方自治体からの研究人員の配置、研究費の供出等、支援内容を具体的に記載して下さい）
（４）企業の参画見込み
（本プロジェクトにおいて研究開発チームと連携し、企業化に向けた共同研究を実施する企業の参画見込み（具体的に決定している場合は企業名、担当部署、担当テーマ、参画時期等）について記載して下さい。）
Ⅲ―４．プロジェクト終了5年後における研究開発体制

（１）プロジェクト終了5年後における研究開発体制に関する目標

（本プログラムでは、プロジェクト終了後、研究拠点の構築・新産業創出に至るまで更に5年程度を想定しております。プロジェクト終了５年後までに大学及び地域に構築する研究開発体制に関する目標を記載して下さい。）
（２）プロジェクト終了後に研究開発体制を継続、発展させるための取組

（前記体制を構築するために講ずるべき中核大学、自治体、参画企業の取組を具体的に記載して下さい。）
Ⅳ．プロジェクトの実施内容
Ⅳ－１　プロジェクトの目標
（１）技術シーズ創出に関する目標
（技術シーズ創出を目指した大学におけるドリームチームの取組の目標を記載して下さい。課題実施により新たに創出される技術シーズが企業化される及びその際に地域における新産業創出、地域活性化、社会に与えるインパクト等その可能性を定量的に記載して下さい）
（２）技術シーズの企業化に関する目標
（本プロジェクトの推進において、地域に創出すると期待される新技術、新産業の構想も含め、プロジェクト終了後５年までのタイムスパンにおける産学連携による企業化開発の目標を記載して下さい。）
Ⅳ－２　プロジェクトの実施体制、実施概要
（１）テーマ設定の特徴

（プロジェクトの実施に当たってのテーマ設定や役割分担の考え方、特徴を記載して下さい。）
（２）テーマ毎の実施体制、実施概要
（テーマ毎に、以下の項目を記載して下さい。）
　１）テーマ１：○△□の研究
　①実施体制

テーマ総括：○○▽▽（□□大学工学部教授○○年○○月招聘予定）
※招聘までの間は□□△△（□□大学工学部教授）が代行。
　　　サブテーマ１：○△□の研究
［サブリーダー：□□▽▽（□□大学工学部教授）］
　　　サブテーマ２：○△□の企業化検討
［サブリーダー：○○▽▽（（株）□□　△△事業本部　××部長）］
（研究テーマ一覧についてサブテーマレベルまでお書き下さい。テーマリーダーは必ずお書き下さい（※テーマリーダーは卓越研究者である必要はありません）。サブテーマリーダーは、お決まりになっている範囲でお書き下さい。今後招聘する研究者については、招聘予定と明記して下さい。その場合のチームリーダーの代行等の体制も明記して下さい。）
　②研究開発目標
（本テーマの目標を記載して下さい。本テーマが専ら企業化検討を行うものなのか、技術シーズ創出を目指すものなのか等、将来像も含めて記載して下さい。）
③必要性
（企業化・新産業創出を果たすために、本テーマがなぜ必要なのかについて、具体的に記載して下さい。）
④新規性・優位性
（本テーマの新規性について、⑥保有する特許、論文との関連も含めて具体的に記載して下さい。また、他の競合する研究開発と比べて優位な点も具体的に記述して下さい。）

⑤研究計画
（イ）研究内容（誰が何をどのように進めるのか具体的な研究手法を記載して下さい。）
（ロ）研究実施場所（大学以外の場合はその理由を記載して下さい。）
　　　　　　

⑥当該テーマについて保有する特許、論文
（本テーマに関連し参加研究者・機関が保有する特許があればその数を記載して下さい。また、特に重要な特許、特に重要な論文も最大５件記載して下さい。）
　特許保有件数：○○件

　（特許）

特許の名称：
出願番号：
出願者：
発明者：
　（論文）

　タイトル：

　掲載誌、巻、号、ページ：

　著者名・所属機関名：
⑦関連する特許（参加研究者・機関以外が出願人となっているもの）
（参加研究者・機関以外が出願人となっており、本プログラム推進上問題となる可能性のある特許があれば、テーマ毎に記載して下さい。）
特許の名称：
出願番号：
出願者：
発明者：
問題点：（解決策までお考えであれば、記載して下さい。）
　⑧重点的に解決すべき技術課題、達成すべき数値レベル

（企業化検討を行うテーマの場合、企業化を果たすために指標となるべき性能指標と、プロジェクト終了5年後までに企業化を目指す観点で今後解決していくべき課題、現状、年度ごとの目標値をご記載下さい。）
　⑨当該テーマの企業化による地域への経済効果

（企業化検討を行うテーマの場合、技術シーズか企業化されることによる市場競争力、売上規模、市場占有率など、具体的なビジョンについて根拠も含めてご記載下さい。）
⑩当該テーマの企業化による社会的な効果

（企業化検討を行うテーマの場合、技術シーズか企業化されることによる一般市民等の生活に与える影響、インパクト等についてご説明下さい。）
Ⅴ．研究開発計画

Ⅴ－１．研究開発スケジュール
（テーマ、サブテーマ毎に、各年度の実施計画の概略を記載して下さい。）
	年度
	テーマ１
	テーマ２

	
	サブテーマ１
	サブテーマ２
	サブテーマ１
	サブテーマ２

	開始
	21年度
	
	
	
	

	
	22年度
	
	
	
	

	
	23年度
	
	
	
	

	中間評価
	24年度
	
	
	
	


	
	25年度
	
	
	
	

	
	26年度
	
	
	
	

	終了
	～31年度
	
	
	
	


Ⅴ－２．５年間の所要経費

（１）全体
	金額（千円）

機関
	JST負担経費
	地域負担

※中小企業については２倍計上後

	【直接経費】

○中核大学
○自治体
※JST負担経費は再委託
○再委託機関

　（Ａ社）

　（Ｂ社）


	○○，○○○

○○，○○○
○○，○○○

○○，○○○


	○○，○○○

○○，○○○
○○，○○○

○○，○○○



	直接経費計
	○○，○○○（①）


	○○，○○○（②）

	【間接経費】

○中核大学
○再委託機関

（地方自治体）
○再委託機関

　（Ａ社）

　（Ｂ社）


	○○，○○○

○○，○○○
○○，○○○

○○，○○○


	

	間接経費計
	○○，○○○（③）


	

	合計
	○○，○○○（①＋③）


	


※（②地域負担経費総額）≧
（①JST負担経費総額のうち直接経費（再委託分含む））／２となるように

　　計画を立てて下さい。

※（２）及び（３）の表と整合が取れるようにご注意下さい。
※現在明確化されている体制における経費配分で記載して下さい。

（２）年度毎の所要経費（ＪＳＴ負担分）
（千円）

	
	H21年度
	H22年度
	H23年度
	H24年度
	H25年度
	H26年度
	合計

	○○大学
	
	
	
	
	
	
	

	○○県
	
	
	
	
	
	
	

	△□社
	
	
	
	
	
	
	

	・・・・・
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	


【留意事項】
①機構負担分は２．２億円×５年＝１１．０億円を上限としますが、

限度額に固執することなく、研究規模に見合った予算を計上して下さい。

②年度による傾斜配分はいたしません。ただし、初年度（平成２１年度）は年額の１／２、最終年度（平成２６年度）は年額の１／２になります。
③直接経費と間接経費の合計所要額をそれぞれ記載して下さい。

④提案された研究テーマのうち、評価により本プログラムで実施することが適当と認められた研究についてのみＪＳＴから委託費を提供します。従って、提案プロジェクトが採択されてもＪＳＴ負担分経費は各プロジェクト一律２．２億円とはなりませんので、あらかじめご承知おき下さい。
⑤研究に関するランニングコスト（光熱水費）に関しては、委託費から支出することができます。

（内訳）

　○所要経費　中核大学名（　　　　　　　　　　　　　　　）

	金額（千円）

品目／内容
	H21

年度
	H22

年度
	H23

年度
	H24

年度
	H25

年度
	H26

年度
	合計

	直接

経費
	①物品費
	
	
	
	
	
	
	

	
	（内訳）


	
	
	
	
	
	
	

	
	②旅費
	
	
	
	
	
	
	

	
	（内訳）


	
	
	
	
	
	
	

	
	③謝金等
	
	
	
	
	
	
	

	
	（内訳）


	
	
	
	
	
	
	

	
	④その他
	
	
	
	
	
	
	

	
	（内訳）


	
	
	
	
	
	
	

	
	直接経費計
	
	
	
	
	
	
	

	間接

経費
	直接経費の30％
	
	
	
	
	
	
	

	再委

託費
	△×㈱

○×大学

・・・

（詳細は次頁書式に記入）
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	


【留意事項】

①自治体（公設試）、大学等及び企業へ再委託する場合は、再委託契約１件毎に以下の様式を１枚作成して下さい。
②直接経費各費目に計上できる経費は以下の通りです。

・物品費
　当該研究開発の対象となる試作物等を製作するための汎用設備（機械、装置、ソフト等）、又は試作物の評価に使用するための汎用設備（機械、装置、ソフト等）等の購入、本研究開発で購入した設備の改造、修繕又は据付、試作物を製作するために必要な材料、消耗品、消耗器材、試薬・薬品類等ならびに試作物を評価するために必要な消耗品等の調達に必要な経費です。また、「物」としての成果のある試作品、ソフトウェア開発の外注についても物品費にて計上して下さい。
※地域負担分について、ドリームチームの研究環境整備（建設・改造・使用料）に係る経費は物品費に計上するようお願いいたします。
・旅費
　卓越研究者の招聘や、大学等の研究者が当該研究を遂行するために行う資料収集、各種調査、研究打合せ、成果発表等の実施に必要な経費です。
・謝金等
　本研究開発のために招聘・雇用した卓越研究者・研究員等の人件費・短期雇用者への謝金等です。
　※参画企業に所属する者の人件費は計上できません。
・その他
　印刷費、複写費、会議費、文献・図書購入費など個別把握可能な経費、研究室等の光熱水費、火災保険料、非課税取引における消費税相当額、その他、ＪＳＴが当該研究開発の遂行に必要と認めた経費。外注費については、「物」としての成果がない役務費等（調査・検査業務、マウス飼育等）はその他にて計上して下さい。
※地域負担分について、卓越研究者の招聘に係る住宅の賃貸借料についてはその他経費に計上して下さい。
○所要経費(再委託分)　再委託先（　　　　　　　　　　　　　　　）

	金額（千円）

品目／内容
	H21

年度
	H22

年度
	H23

年度
	H24

年度
	H25

年度
	H26

年度
	合計

	直接

経費
	①物品費
	
	
	
	
	
	
	

	
	（内訳）


	
	
	
	
	
	
	

	
	②旅費
	
	
	
	
	
	
	

	
	（内訳）


	
	
	
	
	
	
	

	
	③謝金等
	
	
	
	
	
	
	

	
	（内訳）


	
	
	
	
	
	
	

	
	④その他
	
	
	
	
	
	
	

	
	（内訳）


	
	
	
	
	
	
	

	
	直接経費計
	
	
	
	
	
	
	

	間接

経費
	直接経費の   ％
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	


・経済的かつ効率的な研究開発の遂行を図るため、実際に契約を締結する委託費の額は、審査の結果に基づいて決定されますので、申請された金額と一致しないことがあります。
（３）年度毎の所要経費（地域負担分）

（千円）

	
	H21年度
	H22年度
	H23年度
	H24年度
	H25年度
	H26年度
	合計

	○○大学
	
	
	
	
	
	
	

	○○県
	
	
	
	
	
	
	

	△□社
	
	
	
	
	
	
	

	・・・・・
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	


　【留意事項】
①地域負担分経費はＪＳＴ負担分経費と応分の負担（ＪＳＴ負担分のうち直接経費の1/2以上）となるよう計画して下さい。
②地域負担分経費は、５年間で応分の負担額となるようにしていただければ、年度による傾斜的な負担はかまいません。
③大学、自治体に所属している研究者等、直接研究開発に携わる要員の人件費は、エフォート分を地域負担分としてカウントすることができます。プロジェクト責任者や事務局スタッフ等の人件費はＪＳＴ負担分の直接経費としても、地域負担分としても計上することはできません。

④国立大学において運営費交付金にて支出される者の人件費に関しては計上することができません。
⑤中小企業については負担額を２倍計上できます。企業名の後に「中小企業」と明記のうえ、上記の表には「２倍後の金額」を記入して下さい。
⑥地域負担については直接経費のみの計上となります。
（内訳） ・負担機関毎に以下の様式を１枚作成して下さい。

　　　　　・中小企業の場合、機関名称の後に「中小企業」と明記し、ここでは「２倍計上前」の実額を記入して下さい。

○機関名（　　　　　　　　　　　　　　　）
	金額（千円）

品目／内容
	H21

年度
	H22

年度
	H23

年度
	H24

年度
	H25

年度
	H26

年度
	合計

	直接

経費
	①物品費
	
	
	
	
	
	
	

	
	（内訳）


	
	
	
	
	
	
	

	
	②旅費
	
	
	
	
	
	
	

	
	（内訳）


	
	
	
	
	
	
	

	
	③謝金等
	
	
	
	
	
	
	

	
	（内訳）


	
	
	
	
	
	
	

	
	④その他
	
	
	
	
	
	
	

	
	（内訳）


	
	
	
	
	
	
	

	
	直接経費計
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	


（４）テーマ毎の研究経費

（千円）

	テーマ１
	項　目
	機構負担分
	地域負担分
	合　計



	サブテーマ１
	○○大学

・物品費
・旅費
・謝金等
・その他
▲□社

・物品費
・旅費
・謝金等
・その他
	
	　

	

	サブテーマ２
	○○大学

・物品費
・旅費
・謝金等
・その他

	
	
	

	合　　計
	
	
	


・・・

【留意事項】

①テーマ、機関毎にプロジェクト実施期間中の経費内訳及び合計を記載して下さい。

②卓越研究者の招聘（招聘卓越研究者の人件費含む）に係る経費は（５）に記載して下さい。
（５）卓越研究者招聘に係る経費
（千円）

	項　目
	機構負担分
	地域負担分
	合　計



	○○大学

・物品費

・旅費
・謝金等
・その他
○○県
・物品費

・旅費
・謝金等

・その他
	
	　

	

	　合計
	
	
	


【留意事項】

①卓越研究者の招聘（人件費含む）、生活環境整備に係る経費を記載して下さい。

（６）企業化推進体制の整備に係る経費
（千円）

	項　目
	機構負担分
	地域負担分
	合　計



	○○県

・物品費

・旅費
・謝金等

・その他
	
	　

	

	　合計
	
	
	


【留意事項】

①企業化推進体制の整備に係る経費を記載して下さい。

②（４）と（５）と（６）の合計がＪＳＴ負担分の直接経費及び地域負担分となります。
Ⅴ－３．参加研究者一覧
（本プログラムにおいて、参加予定の研究者一覧をその研究者が過去に参加した研究プロジェクトと関連づけて、以下のような表を作成して下さい。）

　参加研究者一覧【例】
	研究テーマ
	研究者氏名
（※印はテーマ総括）
	所属
（学位）
	専門分野
	エフォート
（注）
	参加プロジェクト名
（資金を支出した機関名）

【現在参加中のものには下線を付して下さい】

	テーマ１
△△の耐熱性
向上のための
材料開発
	※○○△▽

	○○大学工学部
材料学科より招聘予定
（工学博士）

	無機材料

	10%
	創造科学技術推進事業
総括責任者
（Ｈ××～Ｈ△▽）
【科学技術振興機構】

	
	  △▽××

	（財）○○県◎
◎△▽財団
（理学博士）
	金属材料
	10%
	戦略的基礎研究推進事業
研究員
（Ｈ＊＊～Ｈ×△）
【科学技術振興機構】

	
	研究員３人
（予　定）
・
・
	
	
	
	

	テーマ２
	・
・
・
	
	
	
	


未定の場合は予定人数のみ記入　

【留意事項】
①Ａ４縦の用紙に記入して下さい。

②参加プロジェクトの欄には、過去に参加したプロジェクトと現在参加しているプロジェクトを記載して下さい。なお、多数の場合には、主なものを記載して下さい。
Ｖ－４．外部競争的資金獲得に向けた計画

（研究開発の実施に当たっては、本プログラムのみでは十分な研究開発資金が措置できないことか想定されるため、他の競争的資金を積極的に取得する必要があります。外部競争的資金の取得に向けた考え方、及び本プロジェクト推進に関連し獲得を想定する外部競争的資金を記載して下さい。）

Ⅵ．企業化推進体制の構築

Ⅵ－１．企業化推進構想
（プロジェクト実施期間中企業化を推進する体制の概要が分かるような図を作成して下さい。）


[image: image3]
Ⅵ－２．企業化推進方法
（１）企業化推進会議
①企業化推進会議の機能
（自治体に設置し、企業化に向けた方針を決定する企業化推進会議について、企業化推進体制の活動・組織と絡めその具体的な機能と活動頻度等の構想を記載して下さい。）
②企業化推進会議の構成
（企業化推進会議の構成、想定するメンバーを記載して下さい。会議は、プロジェクト責任者、大学、自治体、地域の産業界、外部有識者、プラザ・サテライト館長を加えた最大１５名とします。枠が足りない場合は適宜追加して下さい）
	所属
	役職
	氏名
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（２）企業化推進体制の構築
　①企業化推進体制の機能
（プロジェクト推進のため構築する企業化推進体制の役割を、ドリームチームの構成や地域産業の現状、地域の新産業創出を踏まえた上で構想を記載して下さい。）
　②企業化推進体制の組織体制

（プロジェクト推進のため組織する企業化推進体制について、設置場所、組織、人員、機関毎の役割分担、外部資源の活用の構想を記載して下さい。組織図等明確化している場合は併せて記載して下さい。）

Ⅵ－３．企業化推進・新産業創出のための戦略的シナリオ
①プロジェクト実施期間中
（ａ）企業化に向けた取組の実施内容（具体的に）
（ｂ）具体的な到達目標

（ｃ）期待される成果・効果
②プロジェクト終了後
（ａ）企業化に向けた取組の実施内容（具体的に）
（ｂ）具体的な到達目標

（ｃ）期待される成果・効果
（地域としてプロジェクト実施期間中およびプロジェクト終了後に、当該分野の産学連携・企業化を推進・発展させ、併せて企業化推進体制をどのように強化していくかを具体的に記述して下さい。）
Ⅵ－４．参画企業に対する企業化推進体制による支援
（Ⅵ－１～３で企業化を推進するための方策が記載されているかと思いますが、地域企業の参画促進策や参画企業の誘致策等、企業化推進体制により地域に産業を創出するその他の方策がありましたら記載して下さい）。

Ⅶ．用語集
（専門用語を説明する用語集を作成して下さい。）

【留意事項】
①Ａ４縦の用紙に記入して下さい。

②カラーでもかまいませんが、白黒コピーしたときに図や文字が不鮮明にならないような配色に留意して下さい。
（様式３）
プロジェクト責任者の経歴書
	ふりがな

氏　　名
	
	生年月日
	西暦　　年　　月　　日（　歳）

	所属・役職名
	

	府省共通研究開発管理システム
(e-Rad)ID
	研究者番号：（8桁の数字）
所属研究機関番号：（10桁の数字）


	経歴
	主な経歴（○○年○○大学○○学部卒、○○大学採用、
○○年○×大学○○部長など）を箇条書きで記述して下さい。



	登用の理由
	① 経歴・実績と能力

② 大学における活動実績と指導性
③ その他



	予定される活動内容
	① 経歴・実績と能力を踏まえた活動内容



（様式４）

卓越研究者、各研究開発テーマの主要研究者の経歴・業績・主要論文リスト
【在籍卓越研究者】

	ふりがな

氏　　名
	
	生年月日
	西暦　　年　　月　　日（　歳）

	所属・役職名
	

	府省共通研究開発管理システム

(e-Rad)ID
	研究者番号：（8桁の数字）
所属研究機関番号：（10桁の数字）
（研究者番号の登録がない場合はご記入不要です。）

	経歴
	

	主な業績
	

	主要特許・論文

	


【主要研究者】

	ふりがな

氏　　名
	
	生年月日
	西暦　　年　　月　　日（　歳）

	所属・役職名
	

	府省共通研究開発管理システム

(e-Rad)ID
	研究者番号：（8桁の数字）
所属研究機関番号：（10桁の数字）
（研究者番号の登録がない場合はご記入不要です。）

	経歴
	

	主な業績
	

	主要特許・論文

	


サブテーマリーダとなる研究者までを記載して下さい。

（様式５）

公的機関の研究助成・補助金等リスト
	省庁・自治体・
機関名
	事業・制度

の名称
	申請者
（ｴﾌｫｰﾄ※）
	課題名
	研究

期間
	金額

（千円）

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


卓越研究者、中核大学・参画企業等の主たる参加研究者（サブテーマリーダレベル）について記入して下さい。

現在受けているものの他、本年度中に申請予定、現在申請中、過去（５年間程度）に受けたものを含め、公的研究助成、補助金等は全て記入して下さい。

申請予定・申請中の場合は、金額の欄に「申請予定」「申請中」と付記して下さい。
(※)エフォート：参加研究者（大学等、企業）が本プログラムに必要とする時間の配分率（％)

（参加研究者の年間の研究、教育、自社業務等を含む全仕事時間を100%とします）。

（様式６）

研究開発テーマ詳細説明資料
（プロジェクトの選定に当たっては、プログラム全体の計画について「様式２．地域卓越研究者戦略的結集プログラム基本計画書（案）」に基づいて評価を行います。ただし、技術内容の詳細については本資料に基づき、当該分野の専門家により専門的見地からの評価も合わせて行います。したがって、本資料は、「様式２．地域卓越研究者戦略的結集プログラム基本計画書（案）」の「Ⅳ．プロジェクトの実施内容」の各項目を補足し、専門家が査読して技術内容を十分に評価できるレベルの内容として下さい。逆に、「様式２．地域卓越研究者戦略的結集プログラム基本計画書（案）」の「Ⅳ，プロジェクトの実施内容」は、当該分野の専門家以外の方にも理解し易い内容として下さい。）

（別表１）

研究分野表

	ｺｰﾄﾞ
	重点研究分野
	研究区分
	
	ｺｰﾄﾞ
	重点研究分野
	研究区分

	0101
	ライフサイエンス
	ゲノム
	
	0501
	エネルギー
	化石燃料・加工燃料

	0102
	ライフサイエンス
	医学・医療
	
	0502
	エネルギー
	原子力エネルギー

	0103
	ライフサイエンス
	食料科学・技術
	
	0503
	エネルギー
	自然エネルギー

	0104
	ライフサイエンス
	脳科学
	
	0504
	エネルギー
	省エネルギー・エネルギー利用技術

	0105
	ライフサイエンス
	バイオインフォマティクス
	
	0505
	エネルギー
	環境に対する負荷の軽減

	0106
	ライフサイエンス
	環境・生態
	
	0506
	エネルギー
	国際社会への協力と貢献

	0107
	ライフサイエンス
	物質生産
	
	0589
	エネルギー
	共通基礎研究

	0189
	ライフサイエンス
	共通基礎研究
	
	0599
	エネルギー
	その他

	0199
	ライフサイエンス
	その他
	
	0601
	ものづくり技術
	高精度技術

	0201
	情報通信
	高速ネットワーク
	
	0602
	ものづくり技術
	精密部品加工

	0202
	情報通信
	セキュリティ
	
	0603
	ものづくり技術
	高付加価値極限技術(マイクロマシン等）

	0203
	情報通信
	サービス・アプリケーション
	
	0604
	ものづくり技術
	環境負荷最小化

	0204
	情報通信
	家電ネットワーク
	
	0605
	ものづくり技術
	品質管理・製造現場安全確保

	0205
	情報通信
	高速コンピューティング
	
	0606
	ものづくり技術
	先進的ものづくり

	0206
	情報通信
	シミュレーション
	
	0607
	ものづくり技術
	医療・福祉機器

	0207
	情報通信
	大容量・高速記憶装置
	
	0608
	ものづくり技術
	アセンブリープロセス

	0208
	情報通信
	入出力 *1
	
	0609
	ものづくり技術
	システム

	0209
	情報通信
	認識・意味理解
	
	0689
	ものづくり技術
	共通基礎研究

	0210
	情報通信
	センサ
	
	0699
	ものづくり技術
	その他

	0211
	情報通信
	ヒューマンインターフェイス評価
	
	0701
	社会基盤
	異常自然現象発生メカニズムの研究と予測技術

	0212
	情報通信
	ソフトウエア
	
	0702
	社会基盤
	災害被害最小化応用技術研究

	0213
	情報通信
	デバイス
	
	0703
	社会基盤
	超高度防災支援システム

	0289
	情報通信
	共通基礎研究
	
	0704
	社会基盤
	事故対策技術

	0299
	情報通信
	その他
	
	0705
	社会基盤
	社会基盤の劣化対策

	0301
	環境
	地球環境
	
	0706
	社会基盤
	有害危険･危惧物質等安全対策

	0302
	環境
	地域環境
	
	0721
	社会基盤
	自然と共生した美しい生活空間の再構築

	0303
	環境
	環境リスク
	
	0722
	社会基盤
	広域地域研究

	0304
	環境
	循環型社会システム
	
	0723
	社会基盤
	水循環系健全化・総合水管理

	0305
	環境
	生物多様性
	
	0724
	社会基盤
	新しい人と物の流れに対応する交通システム

	0389
	環境
	共通基礎研究
	
	0725
	社会基盤
	バリアフリー

	0399
	環境
	その他
	
	0726
	社会基盤
	ユニバーサルデザイン化

	0401
	ナノテク・材料
	ナノ物質・材料（電子・磁気・光学応用等）
	
	0789
	社会基盤
	共通基礎研究

	0402
	ナノテク・材料
	ナノ物質・材料（構造材料応用等）
	
	0799
	社会基盤
	その他

	0403
	ナノテク・材料
	ナノ情報デバイス
	
	0801
	フロンティア
	宇宙科学（天文を含む）

	0404
	ナノテク・材料
	ナノ医療
	
	0802
	フロンティア
	宇宙開発利用

	0405
	ナノテク・材料
	ナノバイオロジー
	
	0821
	フロンティア
	海洋科学

	0406
	ナノテク・材料
	エネルギー・環境応用
	
	0822
	フロンティア
	海洋開発

	0407
	ナノテク・材料
	表面・界面
	
	0889
	フロンティア
	共通基礎研究

	0408
	ナノテク・材料
	計測技術・標準
	
	0899
	フロンティア
	その他

	0409
	ナノテク・材料
	加工・合成・プロセス
	
	0900
	人文・社会
	

	0410
	ナノテク・材料
	基礎物性
	
	1000
	自然科学一般
	

	0411
	ナノテク・材料
	計算・理論・シミュレーション

	0412
	ナノテク・材料
	安全空間創成材料

	0489
	ナノテク・材料
	共通基礎研究

	0499
	ナノテク・材料
	その他


（別表２）

キーワード表

	ｺｰﾄﾞ
	キーワード
	
	ｺｰﾄﾞ
	キーワード
	
	ｺｰﾄﾞ
	キーワード

	001
	遺伝子
	
	044
	暗号・認証等
	
	087
	環境分析

	002
	ゲノム
	
	045
	セキュア・ネットワーク
	
	088
	公害防止・対策

	003
	蛋白質
	
	046
	高信頼性ネットワーク
	
	089
	生態系修復・整備

	004
	糖
	
	047
	著作権・コンテンツ保護
	
	090
	環境調和型農林水産

	005
	脂質
	
	048
	ハイパフォーマンス・コンピューティング
	
	091
	環境調和型都市基盤整備・建築

	006
	核酸
	
	049
	ディペンダブル・コンピューティング
	
	092
	自然共生

	007
	細胞・組織
	
	050
	アルゴリズム
	
	093
	政策研究

	008
	生体分子
	
	051
	モデル化
	
	094
	磁気記録

	009
	生体機能利用
	
	052
	可視化
	
	095
	半導体超微細化

	010
	発生・分化
	
	053
	解析・評価
	
	096
	超高速情報処理

	011
	脳・神経
	
	054
	記憶方式
	
	097
	原子分子処理

	012
	動物
	
	055
	データストレージ
	
	098
	走査プローブ顕微鏡(STM、AFM、STS、SNOM、他）

	013
	植物
	
	056
	大規模ファイルシステム
	
	099
	量子ドット

	014
	微生物
	
	057
	マルチモーダルインターフェース
	
	100
	量子細線

	015
	ウィルス
	
	058
	画像・文章・音声等認識
	
	101
	量子井戸

	016
	行動学
	
	059
	多言語処理
	
	102
	超格子

	017
	進化
	
	060
	自動タブ付け
	
	103
	分子機械

	018
	情報工学
	
	061
	バーチャルリアリティ
	
	104
	ナノマシン

	019
	プロテオーム
	
	062
	エージェント
	
	105
	トンネル現象

	020
	トランスレーショナルリサーチ
	
	063
	スマートセンサ情報システム
	
	106
	量子コンピュータ

	021
	移植・再生医療
	
	064
	ソフトウエア開発効率化・安定化
	
	107
	DNAコンピュータ

	022
	医療・福祉
	
	065
	ディレクトリ・情報検索
	
	108
	スピンエレクトロニクス

	023
	再生医学
	
	066
	コンテンツ・アーカイブ
	
	109
	強相関エレクトロニクス

	024
	食品
	
	067
	システムオンチップ
	
	110
	ナノチューブ・フラーレン

	025
	農林水産物
	
	068
	デバイス設計・製造プロセス
	
	111
	量子閉じ込め

	026
	組換え食品
	
	069
	高密度実装
	
	112
	自己組織化

	027
	バイオテクノロジー
	
	070
	先端機能デバイス
	
	113
	分子認識

	028
	痴呆
	
	071
	低消費電力・高エネルギー密度
	
	114
	少数電子素子

	029
	癌
	
	072
	ディスプレイ
	
	115
	高性能レーザー

	030
	糖尿病
	
	073
	リモートセンシング
	
	116
	超伝導材料・素子

	031
	循環器・高血圧
	
	074
	モニタリング(リモートセンシング以外）
	
	117
	高効率太陽光発電材料・素子

	032
	アレルギー・ぜんそく
	
	075
	大気現象
	
	118
	量子ビーム

	033
	感染症
	
	076
	気候変動
	
	119
	光スイッチ

	034
	脳神経疾患
	
	077
	水圏現象
	
	120
	フォトニック結晶

	035
	老化
	
	078
	土壌圏現象
	
	121
	微小共振器

	036
	薬剤反応性
	
	079
	生物圏現象
	
	122
	テラヘルツ/赤外材料・素子

	037
	バイオ関連機器
	
	080
	環境質定量化・予測
	
	123
	ナノコンタクト

	038
	フォトニックネットワーク
	
	081
	環境変動
	
	124
	超分子化学

	039
	先端的通信
	
	082
	有害化学物質
	
	125
	MBE、エピタキシャル

	040
	有線アクセス
	
	083
	廃棄物処理
	
	126
	１分子計測（SMD）

	041
	インターネット高度化
	
	084
	廃棄物再資源化
	
	127
	光ピンセット

	042
	移動体通信
	
	085
	大気汚染防止・浄化
	
	128
	（分子）モーター

	043
	衛星利用ネットワーク
	
	086
	水質汚濁・土壌汚染防止・浄化
	
	129
	酵素反応


	ｺｰﾄﾞ
	キーワード
	
	ｺｰﾄﾞ
	キーワード
	
	ｺｰﾄﾞ
	キーワード

	130
	共焦点顕微鏡
	
	177
	集中豪雨
	
	224
	バリアフリー

	131
	電子顕微鏡
	
	178
	高潮
	
	225
	ユニバーサルデザイン

	132
	超薄膜
	
	179
	洪水
	
	226
	輸送機器

	133
	エネルギー全般
	
	180
	火災
	
	227
	電子航法

	134
	再生可能エネルギー
	
	181
	自然災害
	
	228
	管制

	135
	原子力エネルギー
	
	182
	自然現象観測･予測
	
	229
	ロケット

	136
	太陽電池
	
	183
	耐震
	
	230
	人工衛星

	137
	太陽光発電
	
	184
	制震
	
	231
	再使用型輸送系

	138
	風力
	
	185
	免震
	
	232
	宇宙インフラ

	139
	地熱
	
	186
	防災
	
	233
	宇宙環境利用

	140
	廃熱利用
	
	187
	防災ロボット
	
	234
	衛星通信・放送

	141
	コージェネレーション
	
	188
	減災
	
	235
	衛星測位

	142
	メタンハイドレート
	
	189
	復旧･復興
	
	236
	国際宇宙ステーション（ISS）

	143
	バイオマス
	
	190
	救命
	
	237
	地球観測

	144
	天然ガス
	
	191
	消防
	
	238
	惑星探査

	145
	省エネルギー
	
	192
	海上安全
	
	239
	天文

	146
	新エネルギー
	
	193
	非常時通信
	
	240
	宇宙科学

	147
	エネルギー効率化
	
	194
	危機管理
	
	241
	上空利用

	148
	二酸化炭素排出削減
	
	195
	リアルタイムマネージメント
	
	242
	海洋科学

	149
	地球温暖化ガス排出削減
	
	196
	国土開発
	
	243
	海洋開発

	150
	燃料電池
	
	197
	国土整備
	
	244
	海洋微生物

	151
	水素
	
	198
	国土保全
	
	245
	海洋探査

	152
	電気自動車
	
	199
	広域地域
	
	246
	海洋利用

	153
	LNG車
	
	200
	生活空間
	
	247
	海洋保全

	154
	ハイブリッド車
	
	201
	都市整備
	
	248
	海洋資源

	155
	超精密計測
	
	202
	過密都市
	
	249
	深海環境

	156
	光源技術
	
	203
	水資源
	
	250
	海洋生態

	157
	精密研磨
	
	204
	水循環
	
	251
	大陸棚

	158
	プラズマ加工
	
	205
	流域圏
	
	252
	極地

	159
	マイクロマシン
	
	206
	水管理
	
	253
	哲学

	160
	精密部品加工
	
	207
	淡水製造
	
	254
	心理学

	161
	高速プロトタイピング
	
	208
	渇水
	
	255
	社会学

	162
	超精密金型転写
	
	209
	延命化
	
	256
	教育学

	163
	射出成型
	
	210
	長寿命化
	
	257
	文化人類学

	164
	高速組立成型
	
	211
	コスト縮減
	
	258
	史学

	165
	高速伝送回路設計
	
	212
	環境対応
	
	259
	文学

	166
	微細接続
	
	213
	建設機械
	
	260
	法学

	167
	
	
	214
	建設マネージメント
	
	261
	経済学

	168
	ヒューマンセンタード生産
	
	215
	国際協力
	
	
	

	169
	複数企業共同生産システム
	
	216
	国際貢献
	
	
	

	170
	品質管理システム
	
	217
	地理情報システム（GIS）
	
	
	

	171
	低エントロピー化指向製造システム
	
	218
	交通事故
	
	
	


（参考１）中小企業の範囲及び定義
        　　　 「中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）」（抄）

（中小企業者の範囲及び用語の定義）

第２条　（略） 

　一 　資本の額又は出資の総額が三億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が三百人以下の会社及び個人であつて、製造業、建設業、運輸業その他の業種（次号から第四号までに掲げる業種を除く。）に属する事業を主たる事業として営むもの 

　二 　資本の額又は出資の総額が一億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が百人以下の会社及び個人であつて、卸売業に属する事業を主たる事業として営むもの 

　三 　資本の額又は出資の総額が五千万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が百人以下の会社及び個人であつて、サービス業に属する事業を主たる事業として営むもの 

　四 　資本の額又は出資の総額が五千万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が五十人以下の会社及び個人であつて、小売業に属する事業を主たる事業として営むもの

○中小企業者の定義早見表（中小企業基本法より作成）

	      業　　　　　　　　　　　種
	    資本金の額
	　従業員数

	製造業、建設業、運輸業その他の業種
	    ３億円以下
	 ３００人以下

	卸売業
	    １億円以下
	 １００人以下

	サービス業
	    ５千万円以下
	 １００人以下

	小売業
	    ５千万円以下
	 　５０人以下


※中小企業者の業種は日本標準産業分類（総務省統計局平成１４年３月第１１回改訂）による

○日本標準産業分類に基づいた中小企業者の範囲の表示

	卸　売　業
	大分類Ｊ（卸売・小売業）の中分類４９から５４まで

	小　売　業
	大分類Ｊ（卸売・小売業）の中分類５５から６０まで
大分類Ｍ（飲食店、宿泊業）の中分類７０（一般飲食店）及び７１（遊興飲食店）

	サービス業
	大分類Ｈ（情報通信業）の中分類３８（放送業）及び３９（情報サービス業）並びに小分類４１１（映像情報制作・配給業）、４１２（音声情報制作業）及び４１５（映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業）

大分類Ｌ（不動産業）の小分類６９３（駐車場業）

大分類Ｍ（飲食店、宿泊業）の中分類７２（宿泊業）

大分類Ｎ（医療、福祉）

大分類Ｏ（教育、学習支援業）

大分類Ｐ（複合サービス事業）

大分類Ｑ（サービス業〈他に分類されないもの〉。
ただし、小分類８３１〈旅行業〉を除く。）

	製造業その他
	上記以外のすべて


（参考２) 間接経費の取扱い等
間接経費の取扱い等について

間接経費の取扱いは、「競争的資金の間接経費の執行に係る共通指針（競争的資金に関する関係府省連絡会申し合わせ　平成２１年３月２７日改正）における「間接経費の主な使途の例示」を踏まえ、下記によるものとする。

○間接経費の使途

間接経費は、競争的資金を獲得した研究者の研究開発環境の改善や研究機関全体の機能の向上に活用するために必要となる経費に充当する。具体的には、競争的資金による研究の実施に伴う研究機関の管理等に必要な経費のうち、以下のものを対象とする。

（１）管理部門に係る経費

－管理施設・設備の整備、維持及び運営経費

－管理事務の必要経費

備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、人件費、通信運搬費、謝金、国内外旅費、会議費、印刷費

など
（２）研究部門に係る経費

－共通的に使用される物品等に係る経費

備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、通信運搬費、謝金、国内外旅費、会議費、印刷費、新聞・雑誌代、光熱水費

－当該研究の応用等による研究活動の推進に係る必要経費

研究者・研究支援者等の人件費、備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、通信運搬費、謝金、国内外旅費、会議費、印刷費、新聞・雑誌代、光熱水費

－特許関連経費

－生命倫理に関する審査に係る必要経費

－研究棟の整備、維持及び運営経費

－実験動物管理施設の整備、維持及び運営経費

－研究者交流施設の整備、維持及び運営経費

－設備の整備、維持及び運営経費

－ネットワークの整備、維持及び運営経費

－大型計算機（スパコンを含む）の整備、維持及び運営経費

－大型計算機棟の整備、維持及び運営経費

－図書館の整備、維持及び運営経費

－ほ場の整備、維持及び運営経費
など
（３）その他の関連する事業部門に係る経費

－研究成果展開事業に係る経費

－広報事業に係る経費

など
上記以外であっても、競争的資金を獲得した研究者の研究開発環境の改善や研究機関全体の機能の向上に活用するために必要となる経費などで、研究機関の長が必要な経費と判断した場合、執行することは可能である。なお、直接経費として充当すべきものは対象外とする。

以上

























































(公印)





ドリームチーム（次ページ）





担当部署：（部署名）


担当者名：（役職　氏名）


研究者数：○○名





株式会社○○○○





組織体制





担当部局：（部局名）


長名：（役職　氏名）


担当者名：（役職　氏名）


関連する科学技術振興施策：


○○○○





担当部署：（部署名）


担当者名：（役職　氏名）


研究者数：○○名





株式会社○○○○





サブテーマリーダー：


招聘予定卓越研究者（役職　氏名）


○○年○○月着任予定


研究者　（役職　氏名）


研究者　（役職　氏名）


　　　　　・


　　　　　・


　　　　　・





サブテーマ


○○の企業化検討





テーマ総括：招聘予定卓越研究者　（役職　氏名）


○○年○○月着任予定


研究者　（役職　氏名）


研究者　（役職　氏名）


　　　　　・


　　　　　・


　　　　　・








テーマＢ





プロジェクト実施体制図【例】





研究開発テーマ　※500字程度


・研究開発の内容、目標、計画、体制（参画機関）


・想定される利用分野や市場規模


・地域産業等への波及効果、社会効果や経済効果








招聘・連携を目指す卓越研究者と招聘により期待される効果　　※500字程度


○（現所属・役職・氏名）


○（現所属・役職・氏名）


○（現所属・役職・氏名）


・卓越研究者の招聘・連携による研究開発チーム（ドリームチーム）の構築により、在籍卓越研究者の研究の加速化、高度化、広範化、及び新たな技術シーズの創出と新産業創出に向け期待される効果














研究開発のねらい　※300字程度


・本プロジェクトでの目標や計画


・研究開発の現状


・企業化、新産業創出に向けた問題点、克服すべき課題等











背景　※300字程度


・都道府県等における地域特性を踏まえた研究開発の必要性


・関連する科学技術振興施策の現状及び実績

















顔写真




















在籍卓越研究者


（氏名）


（所属・役職）

















プロジェクト


責任者


（氏名）


（所属・役職）








(公印)
























































学長：（氏名）


プロジェクト責任者：（氏名）


担当部署：


○○部（研究管理担当）


担当者　（氏名）


○○部（卓越研究者招聘担当）


担当者　（氏名）


○○部（知的財産担当）


担当者　（氏名）


○○部（研究環境整備担当）


担当者　（氏名）


　　　　　・


　　　　　・


　　　　　・





○○大学





○○県




























































































企業化推進イメージ図【例】





地域経済の活性化





新技術・新産業の創出





産業界





ニーズ





シーズ





大学


研究開発チーム











新技術の獲得


新産業の創造





市場ニーズ導入


研究資金の投入





新たな


吸引力





社会的


認知





革新的研究成果


知的財産の創成





研究資金の獲得


研究資源の強化





強力な支援体制





大学・行政





地域のイニシアチブ





さらなる強化





継続的運用





地域独自の施策


企業の誘致





研究員の継続雇用


予算的措置




















































































































*1：情報通信システムとの入出力を容易にする技術。ただし、コード209～211を除く。





企業化推進体制








顔写真





テーマＡ








担当部署：（部署名）


担当者名：（役職　氏名）





△△大学





△△系研究チーム





○○系研究チーム





テーマ総括：在籍卓越研究者　（役職　氏名）


研究者　（役職　氏名）


研究者　（役職　氏名）


　　　　　・


　　　　　・


　　　　　・





ドリームチーム





（株）○○





○○大学


連携予定卓越研究者　（役職　氏名）


研究者　（役職　氏名）


　　　　　・


　　　　　・


　　　　　・





（株）○○









